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第１章 問題の所在 

第１節 研究の背景 

日本の学習指導要領は,各学校において編成される教育課程の基準として,すべての児童

生徒に対して指導すべき内容を示したものであり,指導の面から全国的な教育水準の維持向

上を保証するためのものとされる.これに対し学習評価は,児童生徒の学習状況を検証し,結

果の面から教育水準の維持向上を保証する機能を備えている（中央教育審議,2010）.そのた

め,平成 29 年告示学習指導要領の改訂に際しては,平成 20 年告示学習指導要領の実施状況調

査が行われ（国立教育政策研究所,2013）,その結果を踏まえて必要な記述の修正が加えられ

ている.また,指導内容の記述に際しては,生徒の発達の段階を踏まえた指導内容の系統化が

試みられてきた（文部科学省,2008,p.3;2017,p.8）. 

このような性格を備える新学習指導要領の開発過程では,育成すべき資質・能力と指導内

容,指導方法に一貫性を確保することが求められてきた（中央教育審議会,2016,p.6）.他方で,

これらの一貫性を確保するためには,適切な評価法の開発が不可欠である.真正の評価論は,

この評価法の開発に関して多くの示唆を提供してきた.特に,逆向き設計と関わり課題の質

が問われたことが重要であった（遠藤,2005,p.267）.それはまた,カリキュラム開発の過程で

は,カリキュラム評価を通して,発達の段階を踏まえた,指導に値する内容の開発が重要にな

ることを示している.加えて,指導した結果期待できる達成度の検討が必要になることを意

味している.アメリカにおけるスタンダードベースのカリキュラム開発において内容のスタ

ンダードとパフォーマンスのスタンダードが求められたこと（NASPE,2004)や発達の段階

に応じて投動作で期待される技術的課題の達成度が示されていること（Shape,2014）は,そ

の例である.我が国の学習指導要領の改訂過程においてすべての子どもたちが身に付けるべ

きミニマムが問われたこと（中央教育審議会,2005）も同じ文脈に位置付く. 

上述した学習指導要領のようなスタンダードの開発には,内容のスタンダードと達成度の

スタンダードの二つを組み合わせて示すことが必要になる.そのため,指導内容の系統化を

図るには,指導内容そのものの難度と期待する達成度を踏まえることが必要になる.加えて,

これらの設定に際しては,限られた制度的条件の中で提示された指導内容の学習可能性が問

われることになる.例えば,ゲーム中に適切な状況判断ができる専門家になるためには,技術

や戦術を習得するために約 10 年間,あるスポーツをする集団に所属し,そこで 1000 時間以

上を費やす必要があると言われる（Kiss and Bologh,2019）.しかし,体育の授業ではこのよう

な時間を特定の内容の学習に費やすことは不可能である.したがって,設定されている条件
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の中で学習可能な指導内容の検討が求められることになる. 

この問題は,古くから,指導内容に合わせた単元時数を確保するのか,単元時数に合わせて

指導内容を設定しているのかという問題として検討が求められてきた.また,体育の授業は,

通常,男女共習で実施されることが原則である.これは,我が国の場合,何も小学校に限定され

る も の で は な い . 中 学 校 並 び に 高 等 学 校 の 新 学 習 指 導 要 領 解 説 体 育 編 （ 文 部 科 学

省,2017a,2018）においては,原則として男女共習で行うことが求められている.そのため,指

導内容の記載に関しては,男女がともに学習可能な指導内容とは何かが問われることになる. 

しかし,我が国では教科のカリキュラム研究が乏しく,このような問いに答える根拠とな

る授業の学習成果やそれを規定している発達の段階に関するエビデンスの蓄積は乏しい.そ

のため,学習指導要領の改訂に際しては,学習指導要領の実施状況調査がなされてきた.この

学習指導要領の実施状況調査は,学習指導要領に示された指導内容の習得状況を評価するも

のである.そのため,調査に際しては,学習指導要領に記された指導内容を踏まえた評価方法

が開発,適用されることになる.しかし,実施された学習指導要領には記されていない指導内

容が,新規に学習指導要領に記載されることも起こる.平成 10 年学習指導要領解説体育編に

記載された体ほぐしの運動（文部科学省,1998）や平成 29 年学習指導要領解説体育編に記載

された水泳運動の安全確保につながる運動（文部科学省,2017）は,その例である. 

このような新規の指導内容は,将来の社会状況を見据え,児童生徒が身に付けることを期

待される資質,能力を踏まえて設定されていくことになる.また,変化する生活環境を踏まえ

た発達課題の変化もそこでは考慮されることになる.この発達課題に関わり学習指導要領に

影響を与えてきた一つの重要な要因は,体力・運動能力調査の結果であった.実際,新学習指導

要領の改訂に際しても体力（注１）の低下傾向に歯止めがかかったとはいえ,体力水準が高

かった昭和 60 年頃と比較すると依然として体力水準が低い状況がみられることが指摘され

ている（文部科学省,2017,p.6）.また,親世代との体力・運動能力調査の比較（中央教育審議

会,2002）や体力・運動能力,運動習慣等調査結果にみる体力合計点の低下（スポーツ庁,2019）,

運動する児童としない児童の二極化（佐々木,2007）等,児童の体力低下は,長らく社会的に問

題にされてきた.このような体力低下の原因をライフスタイルの変化に求める指摘は多い

（加藤,2014；春日,2008；村瀬・落合,2007；中野,2008）.または,児童の体力低下の抑制には

教育機関の果たす役割が重要になる（春日,2008；小林ほか,2012；久世ほか,2002；山西・

安藤,1987）とされてきた.体育,保健体育科において体力の向上への対応が長らく求められ

てきたことは,その例である. 
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 この課題に対して、小学校学習指導要領は遠投距離の改善を直接対象とする内容領域を

設定してこなかった.確かに,学習指導要領解説体育編（文部科学省,2017）では,体つくり運

動においては,「投げる,捕る」動きを,ボール運動系ではゲームの戦術課題の解決につながる

ボール操作を指導内容としてきた.しかし,これにより遠投距離の低下現象の改善がみられ

た訳ではない. 

このような背景の中で平成 29 年 3 月に告示された小学校学習指導要領解説体育編（文部

科学省,2017）の陸上運動系領域では,児童の遠投距離の低下傾向が引き続き深刻であること

に鑑み,低・中・高学年の内容の取扱いに「児童の実態に応じて投の運動を加えて指導する

ことができる」（文部科学省,2017,p.12）と記された.これにより,これまで走・跳の運動で構

成されていた陸上運動系領域において新たに「投の運動」を加えて指導できることとなった. 

しかし,新学習指導要領では,投の運動に関わり,加えて指導することができる内容を具体

的に示している訳では無い.このことは,他の指導内容の記載との大きな違いである.新旧学

習指導要領の技能の記述は動きに焦点化されており,新学習指導要領解説書においては指導

内容に関する解説のみではなく,具体的な例示項目や苦手な児童に対する配慮の例が示され

ている.そのため,単元の評価規準の設定や指導内容の検討が比較的容易になっている.しか

し,新体力テストにおける遠投距離の測定は,筋力等の体力要素を評価することがその意図

になっているため,投の運動（遊び）に関しては,投動作の改善という観点が見えにくく,発達

の段階に応じた,遠投距離向上に貢献する技能に関する系統的な指導内容を検討する手がか

りが極めて乏しい.その結果,指導内容が不明瞭なままに授業で期待される成果が示されて

きたともいえる． 

このように,体育の指導内容の開発に関わっては,指導すべき内容と結果としての成果の

間に常にジレンマが存在していた.技能に関して言えば,体力と技能の関係である.このジレ

ンマを端的に示す一つの例が,ソフトボール投げの記録である. 

平成 30 年度全国体力・運動能力,運動習慣等調査結果報告書(スポーツ庁,2018,ｐ20)は,昭

和 60 年度の調査結果と比較し,小学校 5 年生の反復横跳び及び中学校 2 年生男子の 50ｍ

走を除き,児童生徒の半数以上が昭和 60 年度の平均値を下回っていること,ボール投げにつ

いては,特に低く,また,平成 22 年度以降においても,小学校 5 年生,中学校 2 年生のいずれも

低下傾向であることを報告している.しかし，低下傾向の指摘はあるとはいえ,ソフトボール

投げの記録は学年進行とともに向上していることも事実である.この状況を踏まえ体育の授

業で指導すべき内容を設定する際に問題になるのは,投動作の習得と発達の段階,体力の関
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係であろう. 

投動作が発達にともない自然に習得されるのであれば,意図的な学習は不要であるし,無

理をして遠投距離を向上させる必要がないという批判が予想される.加えて,新体力テスト

における遠投距離の測定は,筋力等の体力要素を評価することがその意図になっているため,

投動作の改善という観点が見えにくい.しかし,現行並びに新学習指導要領の技能の記述が

動きに焦点化されていることを踏まえれば,体育の授業では新体力テストの結果としてのソ

フトボール投げの遠投距離の結果と投動作をどのように関連させるのかという問題が発生

することになる.それは,ソフトボール投げの遠投距離の向上を求める際に,遠投距離の向上

を体力の向上と考えるのか,それとも投動作の向上と考えるのかという２つの問いが存在し

ていることを意味する. 

確かに遠投距離に対する体力の影響を無視することはできない.しかし,その原因を体力

のみに求めた場合,教科で指導する指導内容が不鮮明になる.加えて,体力の推移は,従来,横断

的なデータを用いて評価されてきたが,その結果,個々人の発達の差異に対応した動作の改

善プログラムの開発が困難になっていた.実際,タレント発掘に関して相対的年齢効果（注２）

が問題にされることを踏まえれば,個々人の発達の違いに対応した指導プログラムの検討が

必要になる.この観点からみた場合,縦断的データを用いた継続的な推移の検討が必要にな

ってくる（佐野ほか,2019）.また,高本ほか(2003)は,体力要因の発達を動きに利用し切れて

いない可能性を指摘している.これに対して,遠投距離の向上を投動作の発達,習得に求める 2

つ目の立場からすれば,発達の段階に即して,習得可能な技能を明らかにすることが必要に

なる.（注３） 

教材にはそれを用いて習得させたい指導内容が想定されているが,教科指導を前提にすれ

ば,そこで想定されている指導内容が発達の段階に即した学習課題であるかどうかが問われ

ることになる.小池(2016)は,「子どもの精神発達と教授－学習との関係をどのようにとらえ

られるかということでヴィゴツキーが考え出した新しい心理学概念」（柴田,2006,ｐ24）と

される発達の最近接領域の概念を用い,「授業を行うに際しては,まず子どもたちの発達の最

近接領域を特定するということが重要である.」（小池,2016ｐ106）としている.遠投距離の向

上に効果的とされた一連の教材群（細井ほか,2004；伊与田,1999；北村,2000；尾縣ほか,2001；

高本ほか,2004；玉城,2003；薄井・有川,2015）もまた,このような観点からそれらを適用す

る発達の段階が検討される必要がある.その際には,投動作に関しては,高本ほか(2003)が「動

作の発達に停滞傾向の認められた時期を,動作がほぼ完成した時期と考えると,投動作の完
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成時期は,これまで先行研究で報告されてきた年齢よりも遅い傾向があると解釈することが

できる.」（高本ほか,2003,p.10）と報告していることを見過ごすべきではない. 

しかし,新体力テストにおける遠投距離からは,発達の段階に応じた投技能に関する系統

的な指導内容を検討する手がかりを得ることは難しい.記録を比較することで遠投距離の変

化を確認することはできる.しかし,それにより記録の低下や向上を可能にした投動作が確

認できる訳ではない.また,体育の授業では指導する内容を意図的に設定することがカリキ

ュラム上必要になる.（注４）そのため,体育の授業において遠投距離の向上を意図するので

あれば,意図的に指導すべき投動作を発達の段階に即して明らかにしていく必要がある.ま

た新学習指導要領の投の運動（遊び）で期待されている投技能の学習成果を保証していくた

めには,この状況の改善が早急に求められる.その理由は,次の通りである. 

投動作そのものの習熟には学習経験が必要であり,それを自然に習熟させることは難しい

（佐藤・眞鍋,2008）.そのため,期待する成果を体育の授業時間内に保障していくためには,

学習指導の成果が期待できる時期や時間数,使用する教材等を踏まえることが必要になる.

この問題は,カリキュラム論の重要な検討課題といえる.公教育で保障する指導内容である

以上,おおむねの児童生徒が習得可能な指導内容が発達の段階を踏まえて示される必要があ

るためである（健やかな体を育む教育の在り方に関する専門部会,2005）.そのためには,投動

作の学習の至適時期や児童の遠投距離の発達に関連した研究,さらには体育の授業で実施さ

れた投動作の改善を意図した授業研究の成果を踏まえて指導内容とその配置時期を特定し

ていくことが必要になる. 

この点に関しては例えば,アメリカのナショナルスタンダードが参考になる.そこでは,  

オーバーハンドスローの学習成果が得られるのは小学校 2 年生以降であり,同学年では 5 つ

の技術的課題（SHAPE,2014,p.21）（注５）のうち 2 つ以上の習得が期待される成果として

示されている（SHAPE,2014,p.28）.しかし,このようなアメリカの子どもたちの発達を踏ま

えた課題設定が日本の児童に当てはまるかどうかは不明である.また,それに関連した我が

国の児童,生徒の発達の段階を踏まえたカリキュラム論の蓄積は乏しい. 

そのため,この問いに対する解答を探るには,現時点では,1）遠投距離向上に向けた投動作

の学習の至適時期はどのように定義され,2）遠投距離向上に向けた投動作の学習の至適時期

はどのような方法を用いて検討されてきたのかを確認することが必要になる.（注６） 

我が国の児童の遠投距離を規定する要因に関しては,性別にかかわらず,投球の経験量に

よって遠投距離が左右されること（松尾,2006；内藤,2017）や男女の運動習慣や運動経験の
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違いなどが影響し,投動作に性差が生じていることが指摘されている（加藤,2014）.実際,こ

れらの知見を支持するように,女子ソフトボール少年団で活動させ,小学校期からボール投

の機会を与えれば,女子においても男子に近い投動作が習得され,遠投距離が増大すること

が報告されている（久世ほか,2002）.加えて,投動作と遠投距離の関係については,小学生・

中学生・大学生において投動作の学習経験による投動作得点の向上が遠投距離の向上につ

ながることも指摘されている（佐藤ほか,2013,ｐ.31）. 

これらは確かに,投動作の学習の重要性に関する指摘である.しかし,どの時期に何を指導

すればいいのか,という,遠投距離改善に関する勧められたカリキュラム（Glatthorn et 

al,2019,p.5)編成上の至適時期に関する疑問に答えるものではない.このような状況に陥る

一因は,学習の至適時期に関する定義やその時期に関する見解の多様性に求めることができ

る. 

例えば,遠投距離の向上が著しかった年齢をトレーニング至適時期と定義した先行研究で

は,遠投距離向上のためのトレーニング至適時期は幼児期ではなく小学校期であると報告さ

れている（深代ほか,1982；吉田,2008）.また,トレーニング至適時期を練習効果の大きく出

現する時期と定義した奥野ほか（1989）は,男子では小学校低学年に,女子では低・中学年が

学習の適時期に当たるとしている.これらに対し,高本ほか（2003）は,小学校１年生から小学

校 6 年生までの遠投距離に関する横断的データを活用し,高学年においてもより高度な投動

作を獲得する余地が残されていると指摘するととともに,オーバーハンドスローの動作の指

導は,小学校 6 年間を通して積極的に行われるべきと指摘している. 

これらの指摘は,トレーニング等の効果が最も期待できる時期が至適時期と捉えられてい

ることを示す反面,学習指導要領において投動作の指導内容の体系化を図るには,信頼でき

るエビデンスが不足していることを示唆している.このこともあり,日本学術会議（2017,p.ⅲ）

は,幼児期（1-5 歳）から児童期（6-12 歳）に全ての子どもが適切な動きを獲得する機会を

均等に得られるようにする教育制度の整備や子どもの動きに関する基礎研究の推進を求め

ている. 
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第２節 先行研究の検討 

我が国の児童の遠投距離を規定する要因に関しては,性差,体力,動作が指摘されてきた.例

えば,遠投距離に関しては,小学校入学時で体格に大きな性差は見られないにもかかわらず

男女間の能力差が大きいことが報告されている（古田ほか,1996；神事ほか,2003；塩田,2008；

渡辺ほか,1999）.体力の影響に関して言えば,小学校期の男子においては体力の発達が遠投

距離の発達に影響を与え（高本ほか,2004），男子における遠投距離の女子に対する優位性は

投動作及び遠投距離に関与の高い体力に勝ることによると報告されている（出村,1993）.ま

た,女子においては体力の影響を受けるまでの投動作を獲得していないことが男女差の原因

であり,投動作の発達を図ることにより,遠投距離が向上すると報告されている（高本ほ

か,2003）.さらに,体力に優れていても投動作が劣れば高いパフォーマンスは期待できない

ことも報告されており（高本,2003）,遠投距離の違いを説明するためには投動作自体に目を

向ける必要性が指摘されている（神事ほか,2003）.実際,高本ほか(2003)は,体力要因の発達

を動きに利用し切れていない可能性を指摘している.さらに松尾（2006）,桜井（2014）は,遠

投距離の差の原因は骨格や筋肉などの構造上の特性に起因するものではないと指摘してい

る.また,遠投距離の男女差の原因としては,女子の投動作の未熟さが指摘されており（石

田,2001）,女子においては高い遠投距離を獲得するためには,投動作そのものの学習経験が

必要であり,自然に投動作を習熟させることは難しい（佐藤ほか,2008）との指摘を支持する

知見といえる. 

このような,投動作の習得状況が遠投距離に影響を与えることの指摘は,他にもみられる.

例えば,性別にかかわらず,投球の経験量によって発達の度合いが左右されること（松

尾,2006；内藤,2017）や,男女の運動習慣や運動経験の違いなどが影響し,投動作に性差が生

じているとの指摘である（加藤,2014）.実際,これらの知見を支持するように女子ソフトボー

ル少年団で活動させ,小学校期からボール投の機会を与えれば,女子においても男子に近い

投動作が習得され,遠投距離が増大することが報告されている（久世ほか,2002）. 

これに対して,遠投距離向上に向けたトレーニング至適時期は幼児期ではなく小学校期で

あるということが報告されている（深代,1982；豊島,1990）.また,奥野ほか（1989）は男子

では小学校低学年に,女子では低・中学年が投動作の学習適時期に当たるとしている.これに

対し「投動作,具体的には握ることのできるボールを用いたオーバーハンドスローの動作の

指導は,小学校 6 年間を通して積極的に行われるべきである.」（高本ほか,2003,p.10）との報

告がみられる.また,「動作の発達に停滞傾向の認められた時期を,動作がほぼ完成した時期と
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考えると,投動作の完成時期は,これまで先行研究で報告されてきた年齢よりも遅い傾向が

あると解釈することができる.」（高本ほか,2003,p.10）と報告されている.  

加えて,投動作と遠投距離の関係については「小学生・中学生・大学生においては投動作

の学習経験を経て投動作得点が向上することで遠投距離の向上も期待できる.」（佐藤ほ

か,2013,ｐ.31）ことや,「投運動においては,男児の場合,量的変化と質的変化との関連性が高

いと考えられるものの,女児では男児に比べてそれほど高いとは言えないが,中程度の相関

を示している.」（金ほか,1988,ｐ.35）ことがそれぞれ報告されている．しかし,発達の段階に

応じた投動作の改善と遠投距離の改善の関係について必ずしも明確な関係が示されてはい

ない. 

通常,体力の向上という観点からソフトボール投げの結果が問題にされる場合,そこでは

遠投距離が問題にされることになる.しかし,遠投距離は結果であり,遠投距離からは遠投距

離の向上をもたらした原因を直接知ることはできない.また,時間数の限られている体育の

陸上運動の単元では,体力を一気に高めることは難しい.そのため,遠投距離低下の現状の改

善に向けては,過去,投動作改善に必要な動きの効果的な習得を促すプログラムが提案され

てきた（陳ほか,2018；細井ほか,2004；伊与田,1999；北村,2000；尾縣ほか,2001；高本ほ

か,2004；玉城,2003；薄井・有川,2015）.体育の授業で期待する成果という観点から見た場

合は,遠投距離を向上させるために,どのような動きを習得させるのかを明らかにすること

が重要になるためである.そのため,小学生を対象に体育の授業において遠投距離を向上さ

せる授業を展開するためには,小学生の遠投距離向上に向けて習得が必要であり,学習可能

な投動作に関する知見を確認する必要がある. 

遠投距離を大きくする要因については,男女ともに初速度水準が高いほど遠投距離も伸び

るという結果（大矢・新保,2015）や下肢や体幹の動きによって肘の伸展が誘発されること

により,ボール初速度が大きくなる（小林,2021）ことが報告されている.このことについて,

細井ほか（2004）は,バックスイングを行うことにより手を通じてボールに力を加える距離

が長くなることで,ボールに与える仕事量が大きくなるため,後方から前方に体重移動させ

ることが投動作を行う上で大切であるとしている.また,比留間（2012）は,遠投距離向上のた

めには,上肢,体幹,下肢のＳＳＣ能力（注７）を高めることの重要性を述べている.遠投距離向

上に際しての肘の伸展の重要性の指摘（桜井,2003；本山ほか,2020；横田ほか,1993）もま

た,ボールに力を加える時間を長くすることがその根拠となっている. 

 下肢の重要性に関連しては,遠投距離には脚力との関連性がある（加藤ほか,2012）ことが
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報告されている.また,投動作の発達は,直接的には上肢や体幹の動作に現れるが,これらは第

一局面における下肢の動作と関係しており（関根ほか,1999）,遠投距離は実質的に投射速度

や投射角度で決まるものの,足の踏み出しや体のひねりがないとボールのスピードが半分に

落ちてしまうことが指摘（塙,2010）されている.このように,投動作の改善は,上体の動きの

獲得だけでなく,体重移動やステップの方法など下肢の基礎動作の獲得も必要（大矢,2015）

とされている. 

このように準備動作中の腕動作と脚動作は,主動作開始時の多くの動作要因に影響を与え

ることで,投射初速度の多くの動作要因に影響を与え,投射初速度を間接的に規定している.

特にムチ動作中に見られる肘関節の「伸展－屈曲－伸展」という一連の動作により,ボール

の移動距離,あるいは関節の運動範囲が大きくなり,その結果,筋がパワーを発揮する時間と

ボールに力が加わる距離が伸び,ボールに大きなエネルギーを与えるとされている.また,こ

のような一連の動作により弾性エネルギーが利用され,初速度を高めるのに貢献すると考え

られている（尾縣・市村,1995）. 

しかし,これらの投動作は,短期間に身に付くものではなく,発達の段階に即して習得され

ていく必要がある.そのため,体育の授業で指導する際には,発達の段階に即した指導内容の

検討が必要になる.アメリカでは,このような問題意識から,技術的課題として腕を後方に引

くことや体を開くこと等が学年を踏まえて明示されている（SHARE,2019,pp.38-39）. 

この点に関連して,我が国では幼児期,小学校期,中学校期,高校・大学期においてそれぞれ

男女別に投動作の成熟度と遠投距離の間に相関があることが明らかにされてきた（出

村,1993；金・松浦,1988；國土,2012；宮崎・尾縣,2009；佐藤・眞鍋,2008；高本ほか,2004）.

（注８）しかし,この指摘とは相反する知見も示されてきた.例えば,男子に比べ女子では両者

の相関が低い（金・松浦,1988）ことや,男子に比べ女子は５歳児以降で加齢による投動作の

成熟がみられない（出村,1993）こと,近年の幼児の投動作には有意な男女差がみられない（加

藤ほか, 2021）等の指摘である.また,遠投距離向上を目的とした運動プログラムの実施後に

遠投距離や投動作得点の低下を示した児童の存在も報告されている（高本ほか,2004）. 

このような,遠投距離向上に伴う投動作の習熟がみられないという,相反する指摘が生み

出される理由の一つとしては,遠投距離に与える体力の影響（奥野・森本,2015）と投動作の

評価法が考えられる. 

例えば,投動作の評価に際しては高本ほか（2003）の観察基準が適用されることが多い.し

かし,高本の観察基準を踏まえた指導プログラムを提供した際に,新しく習得する投動作を
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忠実に再現しようとするあまり,動きがぎこちなくなったり,身体各部の動きのバランスや

運動のリズムの崩れが原因となり,投動作の改善が遠投距離の増大に結びつかないケースや

遠投距離が低下することなどが報告されている（宮崎・尾縣,2009）. 

また,滝沢は投動作得点の向上が遠投距離の増大に結び付かない理由として,高本評価法

（高本ほか,2003）に記された文言が抽象的であることをあげ,観察評価する身体部位の動き

の描写を詳細にした評価法を開発し,それを用いて高本の結果（高本ほか,2003）との比較検

討を行った.その結果,滝沢・近藤が開発した評価法を用いた方がより高い妥当性,信頼性並び

に客観性を担保できたと報告している（滝沢・近藤,2017）. 

遠投距離に寄与する投動作の分析は,女子中学生（関ほか,2019）,成人女性（尾縣ほか, 

1996）,幼児（加藤ほか,2021）,小学生（小林ほか,2012）を対象に行われている.しかし,これ

らの研究では,どの時期までにどのような動きを習得することが必要であるのか,あるいは

習得が可能であるのかが示されているわけではない.他方で,大矢・新保（2016）が発達段階

に応じた学習目標の基礎となる身に付けるべき動きのパターンを示す必要性を指摘してい

るように,学習指導要領のような文書には,期待する学習成果を明示していくことが必要に

なる.また,同時に限られた時間内で期待される学習成果が習得可能であることの確認が求

められる.そのためには,概ね達成可能であることを裏付ける根拠が必要になる.逆に言えば,

どのような投動作が未習熟であるかが特定できないために,内容のスタンダードと達成度の

スタンダードを示せない状態になっているのが,現状といえる. 
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第３節 問題点と解決方法 

体力低下の要因として動きの質の低下が指摘され,その改善に効果的な場として小学校の

体育の授業が挙げられていること（日本学術会議,2017,pp.2-3）や遠投距離が投動作の意図

的な学習を通して向上していくと考えると,体育の授業で用いる教材の工夫を通して,効率

的に投動作の改善を図ることで遠投距離の向上が期待されることになる.この点に関連する

児童生徒の遠投距離向上に向けた教材開発に関する研究では,開発された教材が遠投距離の

向上をもたらすことや投動作の改善がみられたことが報告されている（細井ほか,2004；伊

与田,1999；北村,2000；尾縣ほか,2001；高本ほか,2004；玉城,2003；薄井・有川,2015）.  

しかし,これらの教材開発に関する研究は,特定の学年のみを対象にしている.そこでは対

象学年で期待できる効果を確認できても,それを他学年に適用した際の効果が確認できるわ

けではない.その結果,同一の指導内容を異なる学年に指導した際に同じ効果が期待できる

か否かの確認が困難になっている.どの学年に何を重点的に指導するかを確定することは,

カリキュラムの開発という観点からみた場合重要である.しかし,それを特定するための根

拠を先行研究から得ることは困難な状況になっているといえる.そのため,この問題を解決

していくには実施された学年とは異なる学年でそれらの効果を検証し,それらの教材の効果

の範囲を確認していくことが必要になる.また,その際には縦断的なデータを用いて,より高

い学習成果が期待できる時期を検討していくことが必要になる. 

以上の知見は,現時点では体育の授業で指導し,児童が遠投距離を向上させていくために

指導すべき投動作の技術的課題やそれらの学習の至適時期を裏付けるエビデンスが乏しい

ことを示している.また,遠投距離や投動作の発達過程に関する性差の指摘は考慮すべきで

あるが,体育の授業の指導内容は男女別に示される訳ではないことを踏まえれば,遠投距離

改善に向けたカリキュラムの開発に際しては,性差に関して必要な配慮の有無やその内容に

ついての検討も必要になる.このような先行研究の抱える問題を越えて行くには,遠投距離

に関する縦断的なデータの活用が求められる.しかし,現状では縦断的なデータを用いたエ

ビデンスは乏しい. 

実際,体力・運動能力調査にみるソフトボール投げの記録の低下傾向の指摘は,遠投距離に

関する横断的データを用いた指摘であり,個人の発達の過程を継続的に確認する縦断的デー

タを用いたものではない.そのため,個人の発達の過程で発生する個人の属性を踏まえた変

容の過程を明らかにしていくことはできない. 

例えば,遠投距離に関する横断的データからでは,小学校 1 年生の段階で遠投距離の低い児
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童と高い児童のその後の遠投距離にどのような差が生み出されていくのかといった疑問に

対する解答を示すことができない.その結果,遠投距離の低下を指摘することはできても,ど

の学年でどのような属性の児童に対してどのような指導内容をどのように指導すればいい

のかを明らかにすることが困難になっている. 

この状況を改善し,遠投距離の向上を促す投動作改善に向けたカリキュラムを開発してい

くためには,医学の分野の理論枠組みを参考にすることができる. 

医学の分野では予防医療及び治療医療が行われている.例えば,インフルエンザウイルス

が原因となって引き起こされるインフルエンザにおいては,ウイルス感染を防御するための

ワクチン接種による予防医療及びウイルスに感染した場合のウイルスの増殖を阻害する治

療薬による治療医療が行われている（上仲ほか,2019）.このような枠組みは,体育の授業のカ

リキュラムづくりにも示唆を与えることになる. 

例えば,生活習慣病の予防のために運動参加率を高めていくといった手続きを取り入れる

ことで生活習慣病に起因する医療費の削減が試みられている（文部科学省,2014）.この観点

を取り入れて子どもの体力の問題に目を向けると,体力が低下した時期に事後的に対応する

のではなく,体力の低下を引き起こさないような手続きを検討することが必要になる.この

手続きは,医学の分野でいえば予防医療につながるものである.しかし,予防的な措置が執ら

れても結果として,疾病が発生することを避けることができない.その際には治療的な手続

きが取られる.この点を体育のカリキュラムづくりに関して引き取れば,次のように指摘で

きる. 

通常,体育の授業においては技能下位児への対応が問題にされることが多いが,その対応

は結果の改善に努めるという意味では治療法である.しかし,カリキュラムの検討に際して

求められるのは,むしろ,指導内容の効果的な学習が可能になる至適時期を指導内容の体系

性という観点から明らかにした予防的な措置である,発達の段階を踏まえたカリキュラム開

発や教材開発であり,そのことにより技能下位児をできる限り生み出さないようにすること

である.このような手続きを通して技能下位児の出現を抑制することで,教師は学習の停滞

現象を起こしている技能下位児に丁寧に対応できるようになると考えられる. 

しかし,現時点では,以上のような問題意識から進められた研究はみられない.この問題の

解消には,複数の学年で同一の教材を同じ時間条件で適用し,その効果を比較することが求

められることがその一因と考えられる.しかし,学校教育においてはこのような実験的なデ

ータ収集は困難であろう.学習指導要領で示されている指導内容との関係が問われるためで
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ある.この点を踏まえた代案は,縦断的なデータを用い,発達の段階に即した遠投距離や投動

作の発達の過程や学習の適時期を検討することであろう.先行研究では度々,縦断的研究が

必要である（中村ほか,2011）と述べられてきたが,縦断的データを用いた遠投距離や投動作

の発達に関する研究は行われていない.それには,データの収集に長い期間を必要とするこ

とや継続したデータ収集が必要とされることからサンプル数が確保できないという背景が

あることが考えられる. 

この状況を改善し,遠投距離の向上を促すカリキュラムを開発していくには,縦断的デー

タを用いた次の二つの課題の検討が必要になる. 

一点目は,小学生の遠投距離の向上過程を学年と性差とを踏まえて明らかにすることであ

る.それにより,遠投距離が停滞する時期の特定ができ,予防的なプログラムを提供する段階

と治療的なプログラムを提供する段階を区別していくことが可能になると考えられる. 

二点目は,遠投距離を規定している要因を,投動作から検討することである.ソフトボール

投げの記録が性差や体力のみに規定されるものではなく,投動作の学習により変容可能であ

ると考えるのであれば,どのような投動作を習得した児童が高い遠投距離を示し,どのよう

な投動作を習得できていない児童は遠投距離が低いままに留まるのかを検討することが必

要になる. 

 

第４節 目的 

 以上を踏まえ,本研究では,体育の授業において遠投距離の向上のために指導すべき投動

作を発達の段階に即して明らかにし,遠投距離改善に向けたカリキュラムの開発に向けた示

唆について検討することを目的とした. 

 その際,以下の二つを下位課題として設定した. 

研究課題Ⅰ. 縦断的データを用いた小学生の遠投距離の推移の検討. 

研究課題Ⅱ. 遠投距離に影響を与えている技術的課題の検討. 
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第２章 縦断的データを用いた小学生の遠投距離の推移の検討 

第１節 目的 

設定した下位課題では,一点目の課題が優先課題といえる.加齢に伴う遠投距離の変化の

実態を明らかにすることにより,遠投距離の変容過程からそれが停滞,向上する時期を性差

を踏まえて特定することが可能になれば,その結果,遠投距離の停滞現象が顕著にみられ始

める時期を特定することが可能となり,そのことを踏まえて重点的に指導する内容やその指

導内容に対応した活動の検討が容易になるためである.そのため研究課題Ⅰでは,遠投距離

に関する縦断的データを用いて第一の課題となる児童の遠投距離の変容過程を,学年進行並

びに性差を踏まえて明らかにすることとした.また,その際,性差への対応を踏まえつつ,遠投

距離の変容過程を次の 3 点から検討することとした.  

1)身体的特性（身長並びに体重）が遠投距離に与える影響. 

2)１年生時点の遠投距離が６年生時点の遠投距離に与える影響. 

3)学年進行が遠投距離に与える影響. 

 

第２節 方法 

第１項 データ収集方法 

2009 年から 2019 年にかけて A 県 A 小学校で実施された体力・運動能力テストのソフト

ボール投げの記録を用いた.なお,ソフトボール投げは新体力テスト実施要領（６～１１歳対

象）（スポーツ庁,1999）に沿って実施した.テストは男女別に２つの場を設置し,試技を２回

実施して良い方の記録を用いた. 

これらのデータは同一校において収集された小学校入学時点から卒業時点までのソフト

ボール投げの記録であり,同一個人の追跡データである.そのため,縦断的データに求められ

る条件である,同一の個人に対して複数の時点にわたって収集されたデータであり,同じ対

象者（グループ）に対する繰り返しの測定が原則になるという条件（中野,2020）を満たし

たデータとなっている.また,同一校の児童を対象にしているため,学校教育の影響を統制で

きたデータであり,発達による集団の平均像や個人差について明らかにすることができる可

能性を含んでいるデータとなっている. 

これらのデータの利用に際しては,日本体育大学における研究倫理審査（第 019－H014 号）

を踏まえて当該校の校長の許可を得た.また保護者に趣旨説明をし,了解を得た.縦断的デー

タの総数は 352 名（男子 171 名,女子 181 名）であり,欠損値を除き,小学校 1 年生から 6 年
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生までのデータが揃っている児童 277 名（男子 122 名,女子 155 名）を分析の対象とした.こ

れら 277 名の児童は,同一校において 6 年間在籍しており,体育の授業中に投動作に関する特

別な指導や運動機会を受けていない児童であった.対象児童 277 名のソフトボール投げ記録

の６年間の平均値と標準偏差（ｍ）の推移は以下の通りである.（男子 n＝122,１年：8.6±3.1,

２年：10.9±3.9,３年：15.3±5.6,４年：19.1±7.1,５年：22.6±7.6,６年：25.4±8.5. 

女子 n＝155,１年：5.4±1.7,２年：6.3±2.0,３年：9.2±2.6,４年：11.0±3.3,５年：13.3±3.8,

６年：15.5±4.9.）また,男女別の 6 年間の平均値の推移を表したものが図 2－1,図 2－2 で

ある. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2－1 分析対象者男子ソフトボール投げ平均値の 6 年間の推移 
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 図 2－２ 分析対象者女子ソフトボール投げ平均値の 6 年間の推移 

 

また,対象児童の身体的特性を確認するため,277 名の対象者の小学校１年生から６年生ま

での身長と体重の記録を収集した.しかし,本研究で扱う縦断的データは 2009 年から 2019

年の 10 年間の,それぞれ卒業時期が異なる対象者のデータであり,身体的データを収集でき

たのは 2019 年度卒業児童 55 名（男子 37 名,女子 18 名）分のみであった.そのため,対象児

童の身体的特性を検討する際には,これら 55 名のデータを用い,遠投距離の変化について検

討する際には 277 名のデータを用いることとした.身体的特性データを収集することのでき

た 55 名を３群に分けた場合,男女ともに上位群・下位群の対象者数が少なくなり,群間の差

について信頼性のある結果を得ることが期待できないためである. 

 

 

 

 

 

0

5

10

15

20

25

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

M＋ＳＤ

M

Ｍ－ＳＤ

遠投距離（ｍ） 

（学年） 



20 

第２項 データ分析方法 

研究課題Ⅰで扱う遠投距離に関する縦断的データは,単一の小学校の縦断的データである.

そのため,サンプリングされた児童が母集団を代表する保証はない.他方で,同一環境内で成

長した集団のデータという特徴も備えている.しかし,全員を一群にして平均値をみた場合,

全体的な傾向を把握することができても,発達に伴う個人差を確認することが困難になる.

また,運動能力の二極化現象が指摘されていることを踏まえれば,上位と下位の二群に分け

ることも考えられる.しかし,その場合には,上位と下位の境界にいる児童のデータにより,両

者の違いが見えにくくなるリスクが予見される.そこで,西村ら（2018）が行った三群選定の

手続きを踏まえ,総務省から公表されている「体力・運動能力調査結果」（総務省政府統

計,2020）Ｈ３０ソフトボール投げの平均値と標準偏差（ｍ）（小６男子：M27.9,SD9.4 小

６女子：M16.8,SＤ5.5）から中位群の幅を全国平均値から±１標準偏差として表 2－1 の評

価基準を作成し,その基準に従って対象者を上位群・中位群・下位群の三群に分類した（表 2

－2）.そして,三群の 6 年間の遠投距離の変容過程を比較することにより,発達の過程で各群

に差が生み出される時期（停滞,向上する時期）を性差を踏まえて検討した. 

身体的特性に関しては,データを確保できた 55 名を対象に,総務省から公表されている「令

和元年国民健康・栄養調査 身体状況調査の結果」（厚生労働省,2020）を踏まえ,男女別に

対象児童と全国調査の身長と体重にそれぞれ差があるかを検証するため母平均の検定を行

った.また,学年進行に伴う身長並びに体重の伸び（変容）を検証するため,独立変数を学年,従

属変数を身長,体重とする対応のある１要因の分散分析を男女別に行い,Bonferroni 法による

多重比較を行った.遠投距離と身体的特性間の関係並びに 1 年生と 6 年生の遠投距離の関係

については,ピアソンの積率相関係数を算出した. 

各群の学年進行に伴う遠投距離平均値の差を検討する際には群と学年における対応なし

－あり混合計画の２要因分散分析を行った.有意な主効果及び交互作用が認められた場合は,

単純主効果検定及び Tukey 多重比較検定を行った. 

なお,分析に際しては統計ソフトエクセル統計 BellCurve for Excel を用い,全ての検定の有

意水準は５％に設定した.また,分析結果の記述は竹原（2007）に従い,ｔ（自由度）、Ｆ（自

由度,誤差）を記した. 
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表 2－1 上位群,中位群,下位群評価基準       

     下位群   中位群       上位群    

小６男子 18ｍ以下  19ｍ～37ｍ   38ｍ以上    

小６女子 11ｍ以下  12ｍ～22ｍ   23ｍ以上     

 

表 2－2 6 年生の遠投距離の記録に基づく群分け     

グループ   上位群（％） 中位群（％） 下位群（％）  

男子 122 人  14 人（11.5） 80 人（65.5） 28 人（30）   

女子 155 人  12 人（7.7） 119 人（76.8） 24 人（15.5）  

 

第３節 結果 

 第１項 対象者の身体的特性 

身体的特性に関するデータを収集できた 55 名分の身体的特性は,表 2－3 の通りであった.  

男女ともに身長及び体重間には全国調査の結果とそれぞれ統計的に有意な差は認められな

かった（男子身長：ｔ(10)＝0.03, n.s. 男子体重：ｔ(10)＝0.02, n.s. 女子身長：ｔ(10)＝

0.02, n.s. 女子体重：ｔ(10)＝0.12, n.s.）.55 名は,全国的に見て平均的な児童であったとい

える. 

学年による身長については,有意な主効果が認められた（男子：F（5,180）＝2107.62,p＜.05 

女子：F（5,85）＝1099.80,p＜.05）.Bonferroni 法による多重比較の結果,全ての学年間で有

意な差がみられた（表 2－3）. 

学年による体重については,有意な主効果が認められた（男子：F（5,180）＝146.65,p＜.05 

女子：F（5,85）＝193.38,p＜.05）.Bonferroni 法による多重比較の結果,全ての学年間で有

意な差がみられた（表 2－3）. 

以上のことから,55 名は男女ともに学年進行とともに身長と体重が増加しており,それら

の増加に関わる停滞現象はみられなかった. 
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表 2－3 対象者の学年ごとの身体特性 

 学年 男子 n  身長（㎝）  体重（㎏）  女子 n  身長（㎝）  体重（㎏）    

 １  37  115.8±5.3    21.6±4.1     18  114.1±3.9     20.1±2.4 

 ２  37  121.8±5.6＊   24.5±4.7＊   18  120.0±3.9＊   22.6±2.5＊  

 ３  37  127.4±5.9＊   26.9±7.1＊   18  125.8±4.3＊    25.4±2.4＊ 

 ４  37  132.7±6.1＊   30.7±7.1＊   18  131.8±4.6＊   29.2±4.3＊ 

 ５  37  138.4±6.4＊   34.4±7.6＊   18  139.8±5.8＊   33.6±4.6＊ 

 ６  37  144.6±7.0＊   38.9±9.1＊   18  146.6±5.6＊   39.2±5.9＊  

 平均±標準偏差 前学年との差：＊p＜.05 

 

 第２項 身体的特性が遠投距離に与える影響 

男子身長と遠投距離では,全学年で相関係数は有意ではなかった（小１ :r＝0.001,n.s.  

小２:r＝-0.18,n.s.  小３:r＝-0.04,n.s. 小４:r＝-0.03,n.s. 小５:r＝-0.14,n.s 小６:r＝

0.05,n.s）.男子体重と遠投距離では,全学年で相関係数は有意ではなかった（小１:r＝0.05,n.s. 

小２ :r＝0.16,n.s.  小３ :r＝0.03,n.s.  小４ :r＝-0.11,n.s.  小５ :r＝-0.23,n.s  小６ :r＝

0.03,n.s）. 

女子身長と遠投距離では,全学年で相関係数は有意ではなかった（小１ :r＝0.07,n.s.   

小２ :r＝0.25,n.s.  小３ :r＝-0.06,n.s.  小４ :r＝0.16,n.s.  小５ :r＝-0.03,n.s  小６:r＝

0.14,n.s）.女子の体重と遠投距離では,全学年で相関係数は有意ではなかった（小１:r＝   

-0.18,n.s. 小 ２ :r ＝0.02,n.s.  小 ３ :r ＝-0.10,n.s.  小 ４ :r ＝0.16,n.s.  小 ５ :r ＝0.01,n.s   

小６:r＝0.13,n.s）. 

 

 第３項 １年生時点の遠投距離が６年生時点の遠投距離に与える影響 

男子の場合,上位群,中位群の相関係数は有意であるといえなかった.しかし,下位群には有

意な弱い正の相関がみられた（上位群:r＝-0.13,n.s. 中位群: r＝0.13,n.s.下位群: r＝0.39,  

ｐ＜.05）（表 2－4）. 

女子の場合,上位群は有意であるといえなかった.しかし,中位群,下位群には有意な正の相

関が認められ,中位群には弱い正の相関が,下位群には中程度の正の相関がそれぞれみられ

た（上位群:r＝-0.30,n.s. 中位群: r＝0.25,ｐ＜.05 下位群: r＝0.53,ｐ＜.05）（表 2－4）. 
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表 2－4 小学校 1 年生と小学校 6 年生遠投距離の相関関係     

         上位群    中位群   下位群       

男子       －0.13     0.13     0.39＊     

女子         －0.30     0.25＊    0.53＊      

＊ｐ＜.05  

 

第４項 学年進行が遠投距離に与える影響 

男子６年生の遠投距離の記録に基づく各群の学年進行に伴う遠投距離平均値の推移は, 

表 2－5 及び図 2－3 の通りであった. 

群および学年の違いによる遠投距離平均値の差については,群要因の主効果および学年要

因の主効果,さらに交互作用が有意であった（群:F（2,119）＝121.45,p＜.05, 学年 F:（5,595）

＝530.25,p＜.05, 交互作用:F（10,595）＝41.54,p＜.05）.  

 学年要因の各水準における群要因の単純主効果の検定を行ったところ,全ての水準におい

て有意な単純主効果が認められた（小 1: F（2,305）＝6.23,p＜.05,  小２: F（2,305）＝

19.47,p＜.05 小３: F（2,305）＝61.50,p＜.05 小４: F（2,305）＝115.26,p＜.05 小５:   

F（2,305）＝134.70,p＜.05 小６: F（2,305）＝198.72,p＜.05）.各水準に対して Tukey 法

による多重比較検定を行ったところ,全ての学年における各群間で有意な差があった.  

 群要因の各水準における学年要因の単純主効果の検定を行ったところ,全ての水準におい

て有意な単純主効果が認められた（上位群: F（5,595）＝253.86,p＜.05, 中位群: F（5,595）

＝463.84,p＜.05 下位群: F（5,595）＝48.27,p＜.05）.各水準に対して Tukey 法による多重

比較検定を行ったところ,上位群,中位群には全ての学年間で有意な差が認められたが,下位

群にのみ小学校５年生と小学校６年生間の有意差が認められなかった. 
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表 2－5 男子 6 年生の遠投距離（ｍ）を基準とした群と学年による二要因分散分析結果 
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図 2－3 男子各群の遠投距離平均値の推移 

＊ｐ＜.05 ※有意差は学年要因について隣り合う学年間の結果のみを表記 
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女子の６年生の遠投距離の記録に基づく各群の学年進行に伴う遠投距離平均値の推移は,

表 2－6 及び図 2－4 の通りであった. 

群および学年の違いによる遠投距離平均値の差については,群要因の主効果および学年要

因の主効果,さらに交互作用が有意であった（群:F（2,152）＝99.77,p＜.05, 学年:F（5,760）

＝401.84,p＜.05, 交互作用:F（10,760）＝35.84,p＜.05）.  

 学年要因の各水準における群要因の単純主効果の検定を行ったところ,全ての水準におい

て有意な単純主効果が認められた（小 1: F（2,545）＝5.19,p＜.05,  小２: F（2,545）＝

7.60,p＜.05 小３: F（2,545）＝22.11,p＜.05 小４: F（2,545）＝57.74,p＜.05 小５:    

F（2,545）＝96.79,p＜.05 小６: F（2,545）＝206.87,p＜.05）.各水準に対して Tukey 法に

よる多重比較検定を行ったところ,全ての学年における各群間で有意な差がみられた. 

 群要因の各水準における学年要因の単純主効果の検定を行ったところ,全ての水準におい

て有意な単純主効果が認められた（上位群: F（5,760）＝200.78,p＜.05, 中位群: F（5,760）

＝508.77,p＜.05 下位群: F（5,760）＝35.37,p＜.05）.各水準に対して Tukey 法による多重

比較検定を行ったところ,上位群,中位群には全ての学年間で有意な差が認められたが,下位

群にのみ小学校５年生と小学校６年生間の有意差が認められなかった. 

 

 

表 2－6 女子 6 年生の遠投距離（ｍ）を基準とした学年による二要因分散分析結果 

 

 

 

 

 

 

＊ｐ＜.05 

 

 

 

 

 



26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 女子各群の遠投距離平均値の推移 

＊ｐ＜.05 ※有意差は学年要因について隣り合う学年間の結果のみを表記 

 

第４節 考察 

研究課題Ⅰでは,1)身体的特性が遠投距離に与える影響,2)１年生時点の遠投距離が６年生

時点の遠投距離に与える影響並びに 3) 学年進行が遠投距離に与える影響を検討課題とし

ていた.以下では,以上を踏まえ,これらの 3 点に即して考察を加えていく. 

 

第１項 身体的特性が遠投距離に与える影響 

対象 55 名は,学年進行とともに身長と体重が増加しており,学年進行に伴う身長,体重の変

化には停滞現象はみられなかった（表 2－3）.また,男女ともに遠投距離と身体的特性間には

相関関係がみられなかった.ここから,縦断的データに基づく分析を行ったことにより,遠投

距離の発達には身長・体重の増加が関係していないことが示唆された.横断的データに基づ

く先行研究では,小学校期の遠投距離の発達は身長・体重の増加と最も強い関係がある（鳥

羽ほか,1968、渡辺ほか,1998）ことや,身長・体重とソフトボール投げの間には低い相関が見

られた(真家,2013、新本ほか,2013)ことが報告されてきたが,今回はそれがみられなかった.
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この原因としては,もともと身体的特性とソフトボール投げの相関関係が低いこと並びに今

回の対象児童が少ないことが考えられる.他方で,投動作は,意図的な学習が必要であること

を加味すれば,身体的特性以上に投動作の学習の影響について検討する必要性を示唆してい

ると考えられる.さらに,先行研究では,児童の遠投距離を規定する要因に関しては,体力（高

本ほか,2004）,性差（出村,1993,古田ほか,1996；神事ほか,2003；塩田,2008；渡辺ほか,1998）,

投動作の習熟の影響（石田,2001，松尾,2006;桜井,2014、高本ほか,2003）が指摘されてきた.

しかし,これらの指摘は,縦断的データに基づくものではないため,影響の有無を指摘はでき

ても,影響がみられる時期を特定することを可能にするものではない.これに対し, 研究課題

Ⅰでは,遠投距離の改善に適切な時期を特定することを意図した.そのため,以下では上位群

と下位群の遠投距離に差がみられる時期を検討していく. 

 

第２項 １年生時点の遠投距離が６年生時点の遠投距離に与える影響 

男子の場合,下位群にのみ 1 年生と 6 年生の遠投距離に弱い相関がみられた.女子の場合,

下位群には中程度の相関が,中位群には弱い相関がみられた.このように 1 年生と 6 年生の遠

投距離に強い相関関係がみられなかったこと並びに上記,身体的特性と遠投距離に相関関係

がみられなかったことを踏まえれば,１年生以降の投動作の学習経験に遠投距離が影響を受

ける可能性が示唆された.ここから 1 年生以降,発達の段階を踏まえつつ,投動作の向上を意

図した適切な指導内容を踏まえた学習を通して,男女ともに学年進行とともに遠投距離が向

上していく可能性が示唆された.他方で,このように 1 年生時点と 6 年生時点の遠投距離の相

関値が群や性により異なることからは,1 年生時点の遠投距離に影響を与えている特定の要

因が,その後の遠投距離に与える影響が群や性により異なる可能性も示唆された.特に,男女

ともに,下位群で両学年の遠投距離の相関値が相対的に高かったことは,遠投距離を向上さ

せる予防的な措置である,遠投距離の発達の段階を踏まえたカリキュラムの開発という観点

からみた場合,重要である.中位群,上位群の児童に比べ,下位群の児童への細やかな対応が 1

年生時点から求められることが示唆されるためである.それはまた,小学校入学前に対応す

べき,幼稚園段階での指導内容の検討の必要性も示唆している. 
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第３項 学年進行が遠投距離に与える影響 

遠投距離向上に向けた効果が最も期待できる学習の至適時期という観点からすれば,1 年

生から 6 年生に至る過程で遠投距離がどのように変容するのかがより重要になる.3 点目の

検討課題は,この点に関わっている. 

男子の遠投距離は,全体としては学年進行に伴い向上していく.ここから,体育の授業中に

投動作に関する特別な指導や運動機会を受けなくても児童の遠投距離は学年進行に伴い向

上していくことが示唆された.しかし,学年進行に伴い遠投距離が向上し続けている上位群

及び中位群に対して,下位群は５年生以降で停滞現象が認められ,男子の遠投距離の変容過

程には５年生以降に遠投距離の二極化現象が引き起こされていることが示唆された.小学

生・中学生・大学生において投動作の学習経験による投動作得点の向上が遠投距離の向上に

つながる（佐藤ほか,2008,ｐ.31）ことが指摘されていた点を踏まえれば,この現象は,投動作

の学習経験の差に起因する可能性が示唆される. 

同様に女子の遠投距離も,全体としては学年進行に伴い向上していく.ここから,女子にお

いても体育の授業中に投動作に関する特別な指導や運動機会を受けなくても遠投距離は,学

年進行に伴い向上していくことが示唆された.しかし,男子児童と同様,女子においても学年

進行に伴い遠投距離が向上し続けている上位群及び中位群に対して,下位群は５年生以降に

停滞現象が認められ,５年生以降に遠投距離の二極化現象が引き起こされていることが示唆

された.  

投動作においては,男児の場合,量的変化と質的変化との関連性が高いが,女児では男児に

比べてそれほど高いとは言えない（金ほか,1988,ｐ.35）こと,及び幼児期における男児の体

力・運動能力の差は６年後まで色濃く残るが,女児に関しては児童期以降の身体的状況や身

体的嗜好による（春日ほか,2016,ｐp.332－333）ことが報告されていたが, 研究課題Ⅰでは,

遠投距離の改善のために適切な指導時期を特定していくため,男女に共通してみられる現象

を確認することを意図していた.そのため,研究課題Ⅰではソフトボール投げ平均値の量的

変化においては、男子 1 年（M8.6ｍ）－６年（Ⅿ25.4ｍ）で 295％,女子１年（Ｍ5.4ｍ）－

６年（Ｍ15.5ｍ）で 287％の向上率をそれぞれ示したこと及び,加齢に伴う遠投距離の変化の

向上過程には,5 年生以降に遠投距離の二極化現象が引き起こされるという,男女に共通した

時期に停滞現象が発生することが認められた. 

遠投距離向上のためのトレーニング至適時期に関しては,男子では小学校低学年に,女子

では低・中学年が学習の適時期に当たるとの指摘（奥野ほか,1989）がみられる.他方で,小学



29 

校期や高学年においてもより高度な動作を獲得する余地が残されていることが指摘されて

きた（深代ほか,1982；吉田,2008）.これに対し,オーバーハンドスローの動作の指導は,小学

校 6 年間を通して積極的に行われるべきという指摘（高本ほか,2003）がみられた.研究課題

Ⅰの結果は,この高本の指摘を支持するものであり,児童の遠投距離は学年進行とともに恒

常的に向上していくことを示唆していた.それは,学習の効果が最も期待できる時期という

意味では,遠投距離向上のための学習至適時期を特定できるわけではないことを示唆してい

る.他方で,幼児に関して指摘されてきた遠投距離の二極化現象（春日ほか,2010）が小学生期

においても確認されたことは,それを踏まえたカリキュラム検討の必要性を示唆している. 

例えば,全体としてみた場合,1 年生時点と 6 年生時点の遠投距離に有意な相関がみられな

かった.しかし,上位群,中位群,下位群の遠投距離には群間で単純主効果がみられた.また,下

位群の遠投距離に 5 年生以降に男女ともに停滞現象がみられた.これは,投動作に関する意図

的な指導や投動作の学習経験がなければ,下位群の児童が 1 年生時点でみられた中位群,上位

群の児童との遠投距離の差を６年生までに埋めていくことが困難であることを示唆してい

る.同時に,下位児の遠投距離の向上に関しては,幼児期にも目を向ける必要があることを示

唆している. 

例えば,幼児の遠投距離に関しては,単に集団としての平均値の低下だけでなく,二極化も

指摘されている（春日ほか,2010）.また,幼児期における遠投距離向上群と停滞群の投動作の

発達には,ボール遊びの経験が影響している（福冨ほか,2013）ことも報告されている.そのた

め,幼児期と児童期の体力向上に向けては,跳躍系,投動作系,筋力系,神経系の動きの発達を中

心にプログラムすることが重要であると指摘されている（春日,2016）.他方で,発育発達に  

沿った体力つくりに関する宮下モデル（宮下,1980）では,11 歳までをさまざまな運動でい

ろいろな動きを身につける時期としている. 

さらに,小学校入学前の遠投距離が入学後の遠投距離に影響を及ぼしていると考えられる

こと並びに身体的特性が遠投距離に及ぼす影響がみられなかったことを踏まえれば,小学校

入学前の遠投距離は小学校 5 年生以降,下位群の遠投距離の停滞という現象として顕現して

いることが示唆された.児童期後半（9-12 歳）は,運動獲得の最適の時期といわれているが

（日本学術会議,2017,p.5）, 研究課題Ⅰで得られた結果は,運動獲得の最適の時期において

下位児に関してはむしろ停滞現象が発生していることを示唆するものであり,児童の遠投距

離改善の時期に関して二つの時期を想定することが必要になることを示唆している.一つは,

小学校入学前の時期であり,一つは小学校 5 年生以降の時期である. 
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前者は,上位群と下位群の遠投距離の差がすでにみられる時期である.しかし,4 年生までは

下位群も遠投距離を伸ばしていることを考えれば,適切な指導内容の提供を通して遠投距離

の向上の基盤を築く時期と考えられる.これに対して後者は,上位群において遠投距離の向

上がみられるにもかわわらず,下位群において遠投距離の停滞現象がみられた時期であり,

上位群との遠投距離の差が一層広がっていく時期とも考えられる.そのため,下位群に対し

て特に,対処療法として,予想される躓きを踏まえた一層丁寧な指導が求められる時期だと

考えられる.体力に優れていても投動作が劣れば高いパフォーマンスは期待できない（高本

ほか,2003）ことが報告され,遠投距離の違いを説明するためには投動作自体に目を向ける必

要性が示唆されている（神事ほか,2003）.これらの指摘を踏まえれば,これら各々の時期に即

した指導内容と指導可能な時間を踏まえた指導方法の検討が求められるといえる. 

遠投距離の低下傾向が引き続き深刻な状況であるとの指摘（スポーツ庁,2019）は,すべて

の児童の遠投距離が低下しているという印象を与えやすい.しかし,研究課題Ⅰでは,それは

過去の児童の遠投距離と比較した相対的な低下現象であり,児童は学年進行に伴い,遠投距

離を向上させていること並びに一部の児童に遠投距離の停滞現象がみられていること,また,

対応すべき時期が二つあることが示唆された.遠投距離の向上を意図したカリキュラムの開

発に際しては,この点も加味される必要がある. 

もっとも,遠投距離の向上に関わる停滞現象が男女ともに 5 年生の下位児童にみられたと

はいえ,その原因が研究課題Ⅰで明らかにされたわけではない.しかし,遠投距離の向上には,

投動作の習得状況や投動作を効果的に機能させる体力要素等,複数の要因が関わることが指

摘されている .そのため,学習指導要領のような勧められたカリキュラム(Glatthorn et 

al,2019,p.5)の開発を進める際には,遠投距離を向上させるために学習すべき投動作を明ら

かにしていくことが必要になる. 

 したがって,5 年生の児童に際しては,遠投距離の向上を可能にする投動作を特定していく

ことが次の課題と考えられる.その上で,単元時数や教材開発を通してその学習可能性につ

いての検討が必要になる.改善の対象となる投動作を特定することができても,それが限ら

れた時間内で改善が難しい場合,教科指導のみではなく,教科外体育での活動も視野に入れ

たカリキュラム開発も想定していく必要があるためである. 

なお,研究課題Ⅰの分析対象は,全国平均値を踏まえたものであり,データの代表性を担保

した.しかし対象数は少数であった.また,加齢に伴う遠投距離の変化を明らかにすることが

できたが,その背景については明らかにされてはいない.そのため,本研究の結果の信頼性を
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高めるためには追加データ及び生活習慣調査を加えた分析が今後の課題として残された.ま

た,5 年生から 6 年生にかけて停滞現象が起こるため,6 年生の上位児と下位児を対象に遠投

距離の向上に向けて改善すべき投動作を特定するとともに,その学習可能性についての検討

が必要になる. 

 

第５節 まとめ 

研究課題Ⅰは,ソフトボール投げの遠投距離の低下現象に対応するため,遠投距離に関す

る縦断的データを用いて児童の遠投距離の変容過程を,学年進行並びに性差を踏まえて検討

することを目的としていた.対象は,1 年生から 6 年生までの遠投距離のデータが収集できた

277 名（男子 122 名,女子 155 名）であった.また,この目的達成に向け,1)身体的特性が遠投

距離に与える影響,2)１年生時点の遠投距離が６年生時点の遠投距離に与える影響並びに 

3) 学年進行が遠投距離に与える影響を検討課題としていた.その結果,次の３点が示唆され

た。 

1) 身体的特性は遠投距離に影響を与えていないこと. 

2) 児童は学年進行に伴い,遠投距離を向上させていること． 

3) 小学校入学前の遠投距離が下位群の 5 年生以降の遠投距離に影響を与えていること. 

また,これらは児童の遠投距離の改善の時期に関して以下の二つの時期を想定することが

必要になり,各々の時期に即した指導内容と指導方法の検討が求められることを示唆してい

た. 

１) すべての児童を対象に遠投距離の停滞現象を抑制するための予防的措置を優先する 

  小学校入学前（幼稚園児）の時期 

２）遠投距離の停滞現象を起こしている児童への重点的な対応である処方的措置が中心  

  となる小学校５年生以降の時期 
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第３章 遠投距離に影響を与えている技術的課題の検討 

第１節 目的 

遠投距離が投動作に規定されている（小林,2021；松尾,2006；本山ほか,2020；尾縣ほか, 

1996；細井ほか,2004）ことを前提にすると,遠投距離が低い児童には共通して未習熟の投動

作があるのではないかと考えられる.特に,走動作や跳運動に比べ,投動作の発達は身体の発

達よりは投運動の経験の影響が大きいと指摘されている（加藤ほか,2021）.この点を踏まえ

ると,この未習熟の投動作を特定することができれば,授業で指導すべき投動作を明らかに

していくことができると考えられる.その方法としては,遠投距離の高い児童と低い児童の

投動作の比較が考えられる. 

また,適切な学習を通して遠投距離の低い児童の,遠投距離改善の可能性が示唆される（高

本ほか,2004）一方で,小学校の段階ですでに大きな男女差が認められる（金・松浦,1988）こ

とを踏まえれば,個々の投動作が遠投距離に与える影響を男女別に明らかにする必要がある.

運動指導には,動作要因間の因果関係を踏まえた上で,的確なポイントを指導することが望

ましいこと(尾縣・市村,1995)や未習熟な投動作を確認することで,その発生機序を明らかに

し,その改善に向けた指導が可能になる（國土,2012）ためである.加えて,一連の投動作の中

で遠投距離に与える影響を技能別に確認する必要がある.それにより,技術的課題の指導順

序や方法,さらにはその指導に配当する時間数を検討することが容易になると考えられる.

技術的課題の習得に必要な時間や個々の観点の重要度は発達の段階や性差,技能の習熟度に

より異なることも予想されるためである. 

なお,研究課題Ⅰでは,小学校の投動作の学習を促すカリキュラム開発のためには,遠投距

離の停滞現象が 5 年生から 6 年生にかけて起こるため,6 年生の上位児と下位児を対象に, 

遠投距離の向上に向けて改善すべき投動作を特定するとともに,その学習可能性についての

検討が必要であることが示唆された. 

そこで,研究課題Ⅱでは,ソフトボール投げの遠投距離に寄与する投動作を,小学校 6 年生

を対象にして男女別に明らかにすることで遠投距離の向上に貢献する技術的課題を明らか

にすることを目的とした. 
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第２節 方法 

 第１項 データ収集方法 

研究課題Ⅱでは,2019 年度の B 県 C 小学校 6 年生 66 名（男子 38 名,女子 28 名）     

および,2021 年度の B 県 D 小学校６年生 105 名（男子 57 名,女子 48 名）の計 171 名   

（男子 95 名,女子 76 名）が実施した体力・運動能力テストのソフトボール投げの記録と撮

影した動画をそれぞれ用いた. 

ソフトボール投げは新体力テスト実施要領（６～11 歳対象）（スポーツ庁,1999）に沿っ

て実施した. 

テストは男女別に２つの場を設置し,試技を２回実施して良い方の記録を用いた.撮影は,

投球ゾーン側方から,助走を含む投球開始から終了までの一連の投動作を映像で,試技者の

記録を音声でそれぞれ収めた.（SONY 社製 HDR-CX675 毎秒 60 コマ,シャッタースピード

は 1/250 秒で固定撮影） 

なお,これら 171 名は体育の授業中に投動作に関する特別な指導や運動機会を受けていな

い児童であった. 

データ及び動画の利用に際しては,日本体育大学倫理審査委員会の承認（第 021－H058 号）

を踏まえて当該校の校長に文書と口頭で説明の上,許可を得た.また,保護者には文書で趣旨

説明をし,了解を得た. 

 

 第２項 データ分析方法 

研究課題Ⅱで扱う遠投距離に関するデータは,B 県における小学校２校のデータである. 

そのため,サンプリングされた児童が母集団を代表する保証はない.そこで,データの代表性

を担保するため,西村ほか（2018）が行った三群選定の手続きを踏まえ,総務省から公表され

ている「体力・運動能力調査結果」（総務省政府統計,2020）R１ソフトボール投げの平均値

と標準偏差（ｍ）,（小６男子：M26.7,SD9.4 小６女子：M16.4,SＤ5.4）から中位群の幅を

全国平均値から±１標準偏差として,表 3－1 の群分けの指標に従って対象者を上位群・中位

群・下位群の三群に分類し,男女別に対象群と全国平均値を比較して対象者の各群の偏りを

確認することで対象群の属性を明らかにした. 
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表 3－1 群分けの指標             

     下位群  中位群   上位群     

小 6 男子 17ｍ以下 18ｍ～36ｍ  37ｍ以上   

小 6 女子 10ｍ以下 11ｍ～21ｍ 22ｍ以上   

 

 遠投距離に寄与する投動作の特定のため,滝沢・近藤（2017）が開発した評価法（以下,  

滝沢評価法とする）を用いて対象児童 171 名の投動作を分析した. 

投動作分析に関しては,関ほか（2019）が行ったように,遠投距離の高い児童と低い児童の

投動作を比較し,遠投距離が低い児童に共通する未習熟の投動作を明らかにする必要がある.

しかし,研究課題Ⅱの対象者を群分けした場合,上位群と下位群の対象者数が少なくなって

しまう.そこで本研究の結果の信頼性を高めるため,男女別に被説明変数を遠投距離とし, 

７つの評価項目の得点を説明変数とする重回帰分析を行った.なお,評価項目については, 

滝沢・近藤（2017）が示したものを使用した.これは投動作全体を最も未熟な段階を得点１,

最も熟達した段階を得点 5 として 5 段階に分類し,さらに①構え・足の踏み出し,②反対側の

腕,③投げ手側の腕・肘・肩と反対側の肩を結んだ直線の傾き,④投げ手側の腕,⑤体幹の捻

り,⑥投げ手側の足,⑦フォロースルーの７つの項目に関して評価するものである. 

統計処理は,統計ソフトエクセル統計 BellCurve for Excel を用い,遠投距離と身体的特性間

の関係についてピアソンの積率相関係数の算出を,遠投距離に寄与する評価項目の特定のた

めに重回帰分析をそれぞれ行った.なお,有意水準は５％未満とした. 

 

 第３項 評価者トレーニング 

投動作分析による,動作評価には滝沢評価法を使用し,80%以上の観察者間の一致率が得

られるように（シーデントップ,1988,p.289）,評価者トレーニングを以下の手順で行った. 

 

1．第一次観察者トレーニング 

体育科教育学担当の大学教員 2 名,体育科教育学を研究する大学院生 5 名,高校保健体育科

教諭１名の計 8 名で,6 年生児童 1 人について評価の練習を行った.各評価項目ごとに評価を

行い,評価のズレについて協議をし,ズレの修正及び評価の基準について共通認識を図った. 
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2．第二次観察者トレーニング 

体育科教育学担当の大学教員１名,投運動を専門として研究する大学院生 2 名の計 3 名 

で,6 年生児童 2 人,4 年生児童 2 人,2 年生児童 2 人の 6 人,計 10 人を対象に評価の練習を行

った.異なる対象学年の児童の投動作を分析することで,未習熟の投動作も分析対象に含ま

れ,より正確な評価が可能になると考えたためである.その上で,各評価項目ごとに評価を行

い,評価のズレについて協議をし,ズレの修正及び評価の基準について共通認識を図った. 

 

3．観察者評価テスト 

体育科教育学担当の大学教員１名,投運動を専門として研究する大学院生 2 名の計 3 名 

で,1 年生児童 1 人,2 年生児童 1 人,3 年生児童 2 人,4 年生児童 2 人,5 年生児童 2 人,6 年生児

童 2 人の 10 人を対象に評価を行った.観察者評価テストの合格基準は,評価テスト実施者 3

名の評価が①から⑦の各評価観点で 80%の一致率を超えた場合のみとした.評価テストの結

果,評価観点⑥のみ一致率が 70%であり合格基準を下回ったため,追加の 5 人（1 年生児童 1

人,2 年生児童 2 人,5 年生児童 1 人,6 年生児童 1 人）の評価テストを行った.追加の評価テス

トの結果,評価観点項目⑥も一致率が 80%を達成した.その結果全ての項目で観察者間にお

いて 80％以上の一致率を得た. 

 

第３節 結果 

 第１項 対象者の属性 

対象者の身体的特性（男女別における身長と体重）については表 3－2 に,ソフトボール投

げ記録の平均値については表 3－3 にそれぞれ示した.また,三群に分類した結果が表 3－4 で

ある.本研究の対象群は男子では下位群に,女子では中位群にそれぞれ偏りが見られた.この

ことより,本被験者の遠投距離は全国平均の水準よりも低いことが考えられる.   

 

表 3－2 対象者の身体的特性            

     ｎ   身長（㎝）    体重（㎏）   

男子   95   144.4±6.8    37.4±8.2   

女子   76   148.1±6.2    40.3±7.2   

 

 



36 

表 3－3 ソフトボール投げ記録平均値   

     ｎ   記録（ｍ）      

男子   95   23.8±9.2       

女子   76   16.3±4.6        

 

表 3－4 6 年生の遠投距離の記録に基づく群分け      

グループ  上位群（％） 中位群（％） 下位群（％）  

男子 95 人  9 人（9.5）  57 人（60）  29 人（30.5） 

女子 76 人  7 人（9.2）  60 人（79）   9 人（11.8） 

 

 第２項 身体的特性が遠投距離に与える影響 

男子の身体的特性と遠投距離では,相関係数は身長,体重ともに有意な弱い正の相関関係

がみられた（身長：r＝0.297* 体重：r＝0.243*）.女子の身体的特性と遠投距離では,身長で

は相関係数は有意ではなかったが,体重では有意な弱い正の相関関係がみられた. 

（身長：r＝0.178,n.s. 体重：r＝0.238*）. 

 

 第３項 小学校最終学年児童の遠投距離に寄与する投動作 

表 3－5,表 3－6 は滝沢評価法を用いて 6 年生児童 171 名の投動作を分析し,その後男女に

分けて重回帰分析を行った結果である.推定された各評価項目の偏回帰係数は,その項目の

評価が 1 段階良くなった場合に遠投距離が何メートル伸びるかを示している. 

男子は「評価項目①：構え・足の踏み出し（偏回帰係数＝4.033）」,「評価項目②：反対側

の腕（突き出し）（偏回帰係数＝2.699）」,「評価項目③：投げ手側の腕（伸展）と直線の傾

き（偏回帰係数＝1.788）」の順で,女子は「評価項目②：反対側の腕（突き出し）（偏回帰係

数＝1.375）」,「評価項目⑥：投げ手側の足（移動）（偏回帰係数＝1.374）」,「評価項目④：

投げ手の腕（リリース）（偏回帰係数＝1.105）」,「評価項目③：投げ手側の腕（伸展）と直

線の傾き（偏回帰係数＝1.065）」の順でそれぞれ統計的に有意であり,決定係数は,男子で 

0.503,女子で 0.505 であった. 

小学校入学以来,体育の授業で投動作に関する特別な指導や運動機会を受けていない６年

生男子児童では,「評価項目①：構え・足の踏み出し」,「評価項目②：反対側の腕（突き出

し）」,「評価項目③：投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）」の順で,遠投距離に影響
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を与えており,中でも「評価項目①：構え・足の踏み出し」が遠投距離により強い影響を与

えることが示唆された. 

 小学校入学以来,体育の授業で投動作に関する特別な指導や運動機会を受けていない６年

生女子児童では,「評価項目②：反対側の腕（突き出し）」,「評価項目⑥：投げ手側の足（移

動）」,「評価項目④：投げ手の腕（リリース）」,「評価項目③：投げ手側の腕（伸展）と直

線の傾き（後傾）」の順で,遠投距離に影響を与えており,中でも,「評価項目②：反対側の腕

（突き出し）」,「評価項目⑥：投げ手側の足（移動）」が遠投距離により強い影響を与えるこ

とが示唆された. 

 

表 3－5 男子重回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3－6 女子重回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  偏回帰係数 標準誤差 t 値 

定数項 -14.234 6.255 -2.276* 

①構え・足の踏み出し 4.033 1.214 -3.323* 

②反対側の腕 2.699 0.704 -3.832* 

③投げ手側の腕と直線の傾き 1.788 0.568 -3.150* 

④投げ手側の腕 0.747 0.722 -1.035 n.s. 

⑤体幹の捻り 1-0.549 1.110 -0.495n.s. 

⑥投げ手側の足 0.907 0.714 -1.270n.s. 

⑦フォロースルー 1-0.002 0.558 -0.004n.s. 

ｎ＝95 R²＝0.503  ＊ｐ＜0.05 

 

  偏回帰係数 標準誤差 t 値 

定数項 1.868 2.218 0.843n.s. 

①構え・足の踏み出し 0.259 0.538 0.481n.s. 

②反対側の腕 1.375 0.391 3.520* 

③投げ手側の腕と直線の傾き 1.065 0.292 3.651* 

④投げ手側の腕 1.105 0.389 2.839* 

⑤体幹の捻り -0.831 0.612 -1.357n.s. 

⑥投げ手側の足 1.374 0.412 3.338* 

⑦フォロースルー 0.371 0.310 1.197n.s. 

ｎ＝76 R²＝0.505  ＊ｐ＜0.05 
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第４節 考察 

 第１項 小学校最終学年児童の遠投距離に寄与する動作 

 小学生は男女共に体格の発達に伴い投射角が頭打ちになり,その中で初速度の大きいもの

が遠投距離を伸ばす（山田ほか,2010）とされる.また,体格が大きくなるにつれて投球スピー

ドが停滞するとの指摘の一方で,投動作の習得に体格の向上が加わることにより,投球スピ

ードが向上する現象（石田,2003）も報告されている.これらのことから,体格の向上がそのま

ま遠投距離に影響を及ぼしている訳ではなく,投動作の習得の要因が遠投距離に影響を与え

ている可能性が考えられる. 

実際,学校保健統計調査（文部科学省,2019）では,現代の子どもたちは親世代と比べると体

格が大きくなっていると報告されている.投運動は体格が大きく,腕や脚の筋量が多いほど

遠くへ投げることが出来るとされているが,ソフトボール投げ測定結果が大幅に下降してい

ることは,体格が向上していることにもまして現代の子どもの投動作の低下が著しい（小山

ほか,2020）ことを示唆している.したがって,現代の子どもたちは体格が大きくなった一方

で,投動作の未習得により遠投距離の低下につながっているという可能性が考えられる. 

実際, 研究課題Ⅱの結果からも,男女ともに身体的特性は遠投距離に与える影響が少ないこ

とが確認された.そのため以下では,この点を踏まえ,小学校 6 年生以前に遠投距離向上に向

けて指導すべき投動作の技術的課題について検討したい. 

一般の男子小学生に対する投動作の指導では,体幹を横向きにして踏み出すこと（小林ほ

か,2012）,体幹のひねりと後傾を大きくして肘を伸ばして投げ出すこと（加藤ほか, 

2019）などに留意する必要があるとされている.研究課題Ⅱの結果は,これを支持したことに

なる.また,一般の女子小学生に投動作を指導する際は,斜め 30°上方を目安として投げさせ

ること（加藤ほか,2019）,下肢と体幹の動作範囲を大きくすることに留意する必要があるこ

と（小林ほか,2012）が報告されている.研究課題Ⅱの結果は,これらを支持したことになる. 

男女共通した課題としては,「準備局面での投げ手腕の伸展と体幹の後傾」と「反対腕の

突き出し」が遠投距離に影響を与えていることが明らかとなった.これらは,緒言で述べた遠

投距離を大きくするための下肢や体幹の動きによるボール初速度の増加（細井ほか,2004；

比留間,2012；小林,2021；加藤ほか,2012；本山,2020；尾縣・市村,1995；大矢,2015；桜井,2003；

関根ほか,1999；塙,2010；横田ほか,1993）に必要な動きであり,今回の結果は先行研究の知

見を支持したことになる. 
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 他方で,研究課題Ⅱでは,遠投距離に寄与する投動作として,男子では準備局面が,女子では

終末局面がそれぞれ遠投距離に影響を与えていることが示唆され,男女で遠投距離向上のた

めに重要な投動作に違いがみられた. 

男女の投動作の違いについては,脚と腰があげられている（杉森ほか,1996）.また,遠投距

離を大きくする要因である初速度については,男女の運動習慣や投動作の頻度などが影響し,

ステップ長では,男子の方が女子よりも主動作に入る際,軸足にしっかり体重を乗せ,踏み出

し足に体重がスムーズに移動することで,大きなステップを生んでいる（大矢,2015）こと,男

子の方が女子よりも準備動作から主動作に移る際,大きなステップで体幹を後傾させ,リリ

ース時に後傾させた体幹を素早く垂直に起こすことで,投射角度を高めている（加藤,2014）

ことが報告されている.これらの先行研究では,男女の投動作の違いとして,準備局面及び, 

終末局面の投動作が挙げられており,男女で投動作における体の使い方に違いがあることを

示している.研究課題Ⅱの結果からも,男女において遠投距離に影響を与えている投動作に

違いが見られたことは先行研究を支持したことになる.これら,男女それぞれの技術的課題

が遠投距離に影響を与えることが示唆されたことは,小学校 6 年生以前にこれらの投動作の

習熟を意図的に指導する必要性を示唆している. 

しかし,投動作の習得を意図的に促すカリキュラム開発を進める際には,遠投距離や投動

作に性差が生じる理由について検討することが必要になる.同時にその際には,遠投距離や

投動作の差は生物的な性差のみに起因するわけではなく,運動経験の差であることが指摘さ

れてきたこと（岩沼ほか,2019；板谷ほか,2017；中村ほか,1987；桜井,2014）に改めて目を

向ける必要がある. 

体育の授業においては,誰もが共通して学習可能な指導内容を設定していくことが必要に

なる.そのため,今回みられた投動作の差は,性差に起因すると考えるよりも,投に関わる運動

経験の差に起因していると考える必要がある.逆をいえば,このような性差が生み出される

学年を特定していくことで,発達の段階に応じて指導すべき内容がより明確になっていくと

考えられる. 

 以上を踏まえると,男子に対して 6 年生以前に構え・足の踏み出し,反対側の腕（突き出し）

並びに投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）の３つの技術的課題が遠投距離に影響を

与えていることが示唆された. 

これに対して,女子児童に対しては反対側の腕（突き出し）,投げ手側の足（移動）,投げ手

の腕（リリース）並びに投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）の４つの技術的課題が
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遠投距離に影響を与えていることが示唆された. 

また,男女ともに,投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）と反対腕の突き出しの２つ

の技術的課題が遠投距離に影響を与えていることが示唆された.これは,上述の先行研究に

加えて,優れた投動作の特徴として先行研究で示されている,バックスイング時に肘を後方

に引き（桜井,2014）,体幹を後傾させる（横田ほか，1993）ことによる初速度の増加（細井

ほか，2004）を生み出す投動作といえる（細井ほか,2004；加藤ほか,2019）.それはまた,最

終学年の遠投距離下位児童の投動作には男女共通して,準備局面での右腕の伸展動作と体幹

の後傾が欠けており,主要局面での体幹の捻り動作が誘発されていないことを示唆している. 

以上から,遠投距離の停滞を起こしている児童は男女共に「準備局面での投げ手腕の伸展

と体幹の後傾」と「反対腕の突き出し」が欠けていることにより,その後の全身を使った大

きな投動作を習得できていない可能性が示唆された.先行研究では,高本ほか（2004）による,

下肢模倣能力が投動作の学習効果に影響を及ぼす要因の一つとなることが報告されている

が,指導する時期や投動作間の重要性の差及び,小学生期に遠投距離の停滞をもたらす原因

として投動作そのものについての直接的な指摘はされてこなかった. 

これらに対し,研究課題Ⅱの結果からは小学校 6 年生児童の男女に遠投距離の停滞をもた

らしている共通した課題となる技術的課題を確認することができた.それはまた,小学校体

育授業において,遠投距離向上に向けて何を指導すれば良いのかを検討するための一つの根

拠が得られたと考えられる. 

 

第５節 まとめ 

研究課題Ⅱは,ソフトボール投げの遠投距離の向上に貢献する技術的課題を男女別に明ら

かにすることを目的とした. 

対象児童は,体育の授業で遠投距離向上に向けた特別な指導を受けていない 171 名（男子

95 名,女子 76 名）であった.対象児童の遠投距離が記録された.また,彼らの投動作がビデオ

撮影され,撮影された映像は滝澤・近藤が開発した評価法（2017）を用い,トレーニングされ

た分析者により分析された. 

研究課題Ⅱの結果は以下のように要約される. 

1)構え・足の踏み出し,反対側の腕（突き出し）,投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）

の３つの技術的課題が,男子の遠投距離に影響を与えていた. 
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2)反対側の腕（突き出し）,投げ手側の足（移動）,投げ手の腕（リリース）,並びに投げ手側

の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）の 4 つの技術的課題が,女子の遠投距離に影響を与え

ていた. 

3) 投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）並びに反対腕の突き出しの 2 つの技術的課

題が,男女双方の遠投距離に影響を与えていた. 

これらの結果は,小学校体育授業において,遠投距離向上に向けて指導すべき技術的課題

を検討するための一つの根拠を示唆するものであった. 
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第４章 結論 

第１節 本研究結果の総括 

体育の授業において遠投距離の向上を意図するのであれば,意図的に指導すべき投動作を

発達の段階に即して明らかにし,遠投距離改善に向けたカリキュラムを開発していく必要が

ある.そのためには,遠投距離に関する縦断的データを用いた二つの課題の検討が必要にな

る. 

一点目は,加齢に伴う遠投距離の変化の実態を明らかにすることである.それにより,遠投

距離の変容過程からそれが停滞,向上する時期を性差を踏まえて特定することが可能になる.

その結果,遠投距離の停滞現象が顕著にみられ始める時期を特定することが可能となり, 

それを踏まえて重点的に指導する内容やその指導内容に対応した活動の検討が容易になる.

また,予防的なプログラムを提供する段階と治療的なプログラムを提供する段階を区別して

いくことが可能になると考えられる. 

二点目は,遠投距離と習得している投動作の関係を明らかにすることである.遠投距離が

停滞,向上する時期が特定され,それらに影響を与える投動作を明らかにすることができれ

ば,発達の段階に応じた投動作の指導内容を明らかにすることが可能になると考えられるた

めである. 

以上の課題に対して本研究で得られた知見は,次の通りである. 

 研究課題Ⅰでは,遠投距離に関する縦断的データを用いて第一の課題となる児童の遠投距

離の変容過程を,学年進行並びに性差を踏まえて検討した.その結果,小学校入学前の遠投距

離が入学後の遠投距離に影響を及ぼしていると考えられること並びに身体的特性が遠投距

離に及ぼす影響がみられなかったことから,児童は学年進行に伴い,遠投距離を向上させて

いること並びに小学校入学前の遠投距離は小学校 5 年生以降,下位群の遠投距離の停滞と 

いう現象として顕現していることが示唆された.また,これらは,児童の遠投距離の改善の 

時期に関して１) すべての児童を対象に遠投距離の停滞現象を抑制するための予防的措置

を優先する小学校入学前（幼稚園児）の時期, ２）遠投距離の停滞現象を起こしている児童

への重点的な対応である処方的措置が中心となる小学校５年生以降の時期の二つの時期を

想定することが必要になり,各々の時期に即した指導内容と指導方法の検討が求められるこ

とを示唆していた. 

 研究課題Ⅱでは,遠投距離と習得している投動作の関係について検討した.そこでは,研究

課題Ⅰの結果を受け,小学校の投動作の学習を促すカリキュラム開発のためには,遠投距離



43 

の停滞現象が 5 年生から 6 年生にかけて起こるため,6 年生の上位児と下位児を対象に遠投

距離の向上に向けて改善すべき投動作を特定するとともに,それらの投動作の学習を促すカ

リキュラム開発に向けた示唆について検討した.その結果,男子では,構え・足の踏み出し, 

反対側の腕（突き出し）,投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）の３つの技術的課題が

遠投距離に影響を与えていた.女子では,反対側の腕（突き出し）,投げ手側の足（移動）,投げ

手の腕（リリース）,並びに投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）の 4 つの技術的課

題が遠投距離に影響を与えていた.男女双方には,投げ手側の腕（伸展）と直線の傾き（後傾）

並びに反対腕の突き出しの 2 つの技術的課題が遠投距離に影響を与えていたことが示唆さ

れた.  

 

第２節 研究成果を踏まえた学校現場への示唆 

学校教育では,限られた時間的,人的制約の中で一定の成果を効果的に保証していくこと

が求められる.カリキュラムは,この成果の保証に不可欠な要素といえる.しかし,カリキュラ

ムを開発するには,カリキュラムの内容（スコープ）と系列（シークエンス）を根拠に基づ

き,意図的に設定していくことが必要になる. 

また,体育のカリキュラムは特定の学習成果を保証するために指導内容を意図的,計画的

に設定し,児童,生徒の学習を意図的に促進することを目的としている. 他方で,新学習指導

要領においては,投の運動を加えて指導できるようになり,遠投距離向上に向けた指導の 

必要性を指摘はしたが,指導すべき投動作の技術的課題を提示したわけではない. 

このような背景から,体育のカリキュラムの課題として,投動作の技術的課題の何を,いつ,

どのように指導し,その結果としてどの程度の達成度を求めるのかについてのエビデンスが

早急に求められている.そのため,遠投距離の向上を求める場合,カリキュラム内にどのよう

な投動作の技術的課題を,いつ指導するのかを一定の根拠に基づき,決めていくことが必要

となる. 

投動作の習得を促すカリキュラム開発という観点からみた場合,遠投距離や投動作の男女

差が生じる理由について検討することが必要になる.その際には,先行研究においてそれが

運動経験の差に起因することが指摘されてきたことを踏まえる必要がある.一方で体育授業

においては,誰もが共通して学習可能な指導内容を設定していくことが必要になる.しかし,

先行研究からは小学生期に遠投距離の停滞をもたらす原因となる投動作そのものについて

直接的な指摘はされてこなかった. 
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また,先行研究で示されている遠投距離向上を意図した教材は,短期的な対症療法であり,

問題の根本的な解決に至っていないため,依然として遠投距離の低下が指摘されている. 

つまり,先行研究ではどの学年でどのような属性の児童に対してどのような指導内容をどの

ように指導すればよいのかが明らかにされてこなかった.また,そこでの指導内容が,それ 

以前の学年やそれ以降の学年に指導された際に得られる効果やその持続効果も検証されて

いるわけではない.このような研究には時間を要することがその一因だと考えられる.  

そこで本研究では、遠投距離の向上に向けて特別な指導を受けていない児童を対象に、 

縦断的データを使用して加齢に伴う遠投距離の変化の実態と,遠投距離の向上に貢献する 

技術的課題を明らかにすることを目的とした. 遠投距離の向上にとって重要な学年が特定

されることで,教材の指導効果の検証に入れると考えたためである. 

本研究の結果を踏まえると,小学校期は学年進行に伴い,遠投距離を向上させていること

並びに一部の児童に遠投距離の停滞現象が発生しており,児童の遠投距離改善の時期に関し

ては,小学校入学前（幼稚園児）の時期と,小学校５年生以降の時期の二つの時期を想定する

ことが必要になる. 前者は,上位群と下位群の遠投距離の差がすでにみられる時期である. 

しかし,4 年生までは下位群も遠投距離を伸ばしていることを考えれば,適切な指導内容の 

提供を通して遠投距離の向上の基盤を築く時期と考えられる.これに対して後者は,上位群

において遠投距離の向上がみられるにもかわわらず,下位群において遠投距離の停滞現象が

みられた時期であり,上位群との遠投距離の差が一層広がっていく時期とも考えられる. 

そのため,これら各々の時期に即した指導内容の検討が求められるといえる.指導内容に 

関しては,６年生の男女の遠投距離に寄与する投動作の違いと共通性を踏まえた技術的課題

を中心とした単元構成を意識すべきである.遠投距離向上を意図したカリキュラムの開発に

際しては,これらの点が加味される必要がある. 

 本研究の前提条件は,遠投距離を向上させていくためにいつ,何を,どのような順序で学習

していくことが必要になるかを示した体育のカリキュラムが存在していないということで

あった.また,このような体育のカリキュラムが存在していない児童を対象にした今回の 

調査で得られた知見は,カリキュラムの不在により起こっている現象だと考えられる. 

他方で,児童の遠投距離の改善が求められていることを踏まえれば,現状を変えるには何

を変える必要があるのかを検討することが重要になる.ここで,発達の段階を踏まえたカリ

キュラム開発が重要になると考えた.それがないと,いつ,何をどのように指導すればいいの

かが見えないためである.今回の知見は,この見えないものを可視化したものであると考え
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られる. 

本研究から得られた知見は,限られたものとはいえ,特定の技術的課題とそれらを指導す

べき学年を特定していくための手がかりを与えるものと考えられ,本研究から得られた知見

は,カリキュラム開発に必要な指導対象となる技術的課題とそれを指導する時期を特定する

ための根拠となるデータといえる。 

以上のことから,今回の結果は,遠投距離向上を意図したカリキュラムの内容と時期を特

定していくために必要な知見を学校現場への示唆として提供するものとなると考えられる. 

 

第３節 研究の限界と今後の課題 

対象児童が遠投距離向上に向けた投動作の改善に向けた意図的な学習を体育の授業で 

受けていないことを踏まえれば,本研究では,児童の遠投距離改善の時期及び,遠投距離に 

寄与する投動作を抽出することができた.他方で,限られた体育の授業時間内で抽出された

投動作が改善可能かどうかは不明である.また,児童の遠投距離は学年進行とともに恒常的

に向上していくため,学習の効果が最も期待できる時期という意味では,遠投距離向上の 

ための学習至適時期を特定できるわけではなく,小学校のどの学年でこのような技術的な 

課題の学習が可能になるのかを明らかにできたわけではない. 

また,遠投距離の向上とは、どこまで伸ばせばよいのかという疑問も残る。児童の権利に

関する条約には「児童の人格、才能並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度 

まで発達させること。」（外務省,1994）と定められている.それには,新体力テストを活用して,

昭和 60 年頃の子どもの体力水準を上回ること（文部科学省,2012）とされていることを踏

まえた指導が必要となると考える.一方で,新学習指導要領の技能の記述は動きに焦点化さ

れており,動きの習得という観点も踏まえる必要がある。 

よって今後は,今回得られた知見を踏まえて,遠投距離改善に向けたカリキュラムを仮定

的に設定し,その妥当性を介入実験を通して,検証していくことが課題として残されること

になる.その際には,体育の授業を規定している諸条件（運動経験,時間数,生徒数,施設条件等）

を踏まえ,学習成果として何をどの程度期待するのかを確定していくことも必要になる. 

大部分の児童が達成可能な指導内容が設定されることが必要であると考えるためである. 

また,今回みられた遠投距離に寄与する投動作の男女差は,性差に起因すると考えるより

も,投に関わる運動経験の差に起因していると考える必要があり,今後はこのような性差が

生み出される学年を特定していくことで,発達の段階に応じた指導すべき内容がより明確に
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なっていくと考えられる. 

このような観点からのカリキュラム開発は,我が国では今日まで進められてきていないと

思われる.この状況は,国外にもみられる.しかし,この学習可能な技術的課題の解明は,発達の

段階に即した体育のカリキュラム開発にとって重要になる.今後の課題としたい。 
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注釈 

（１）体力とは「身体的な生活力あるいは生存力のこと」と古くから定義され,その要素は 

  「行動体力」と「防衛体力」とに分類されている.さらに,これら「身体的要素」と呼 

  ばれている実体概念としての体力要素は,意志や意欲など「精神的要素」の影響も受

け,運動場面では現象概念として「運動能力」として表出される（野井,2005,ｐ51）.

よって本研究では,体力を「運動能力」と定義している. 

（２）同じ学年であっても,誕生日により 1 年近い年齢差が発生している.それは,体格や 

運動能力の差として顕現しやすい.そのため,タレント発掘の場では,早く生まれた 

児童が選抜されやすい.また,その結果,質の高い練習の機会をより多く提供されやす

くなり,時間がたてばたつほど,習得する動きや技能の差が大きくなっている可能性

が高くなる.このことについて,竹村ほか（2017）は,「スポーツタレント発掘・ 育成

事業における選考会参加児童の体力・運動能力には相対的年齢効果が認められ，特に

「4 ～6 月」と「1～3 月」で著明な差が出現することが明らかとなった．」（竹村ほ

か,2017,ｐ51）と報告している. 

（３）例えば藤田（2010）は, 小学校高学年を対象とした 2 年間に渡る高跳びの授業実践を 

行い,はさみ跳び動作を縦断的に分析・評価し,小学校高学年段階における走り高跳び 

の教科内容構成に対し,小学校 5･6 年生の段階において「伸び上がるように踏み切る」

という技術を教科内容に位置づけることがより一層望ましいと考えられることを報

告している. 

（４）カリキュラムは,今日,多義的に用いられている.それはまず,推奨されたカリキュラム

(recommended curriculum)隠れたカリキュラム(hidden curriculum) 並びに意図的

なカリキュラム(intentional curriculum)（Glatthorn et al.,2019,pp.460-462)に大別さ

れ る . ま た , 意 図 的 な カ リ キ ュ ラ ム は さ ら に , 記 さ れ た カ リ キ ュ ラ ム (written 

curriculum),支援的カリキュラム(supported curriculum),指導されたカリキュラム

(taught curriculum) 並 び に テ ス ト さ れ た カ リ キ ュ ラ ム (tested curriculum) 

（Glatthorn et al.,2019,pp.5-17)を包括している.日本の学習指導要領は,これらで言

えば記されたカリキュラムに位置付くことになる.しかし,記されたカリキュラムは,

地域のカリキュラムや学校単位で作成されたカリキュラム,単元計画や学習指導案を

も包括している.記されたカリキュラムは,児童,生徒の実態に応じて作成される必要

があるためである.他方で,この意図されたカリキュラムとしての記されたカリキュ
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ラムを作成する際には,指導する内容とその前後関係並びに,そこで期待する学習 

成果のレベルを児童,生徒の実態を踏まえて検討することが必要になる.体育の授業

の技能に関して言えば,教科に配当された時間内で,どの学年にどのような技能を 

どの程度のレベルで達成させたいのかを一定の根拠を踏まえて明示していくことが,

カリキュラム上求められることになる.また,一度設定した技能の指導内容の妥当性

は,学習評価を通して検証され続けることになる.しかし,新学習指導要領で示された

投の運動（遊び）では,技能の指導内容が具体的に示されている訳ではない.そのため,

現時点では,それを特定していくための根拠を蓄積していくことが求められる. 

（５）アメリカのナショナルスタンダードで示されているオーバーハンドスローの５つの 

技術的課題は以下の通りである（SHAPE,2014,p.21）. 

1.投動作の準備段階で投げる的に対して身体を横に向ける. 

2.肘の先導.投動作の準備段階で腕を後方に引き,肘を肩の高さ,あるいはそれよりも 

若干高めに保つ. 

3.投げる腕が前方に出て行く際に,逆足を踏み出す. 

4.投動作を行っている際に腰と脊柱を回転させる. 

5.的に対して,身体を横切るようにフォロースローを行う. 

（６)大澤（2015）は,最適な体力トレーニングの開始年齢について,宮下（1980）や浅見（1985）

の最適年齢に関するモデル提案の社会的価値を認めつつも,それらのモデルでは性差

に対する議論を放棄していること及び,提案されてから既に 30 年が経過している 

ことに問題があると指摘している.これらのモデルが提案された 30 年前の子ども 

より現在の子ども達は男女共にずっと早く成熟していることがその理由である.その

ため,モデルの再検討は不可避であることと併せてトレーニングの開始時期の求め方

を提案している. 

（７）身体運動は,筋収縮が関節の回転運動を引き起こすことによって生じる・走・跳・投

などのダイナミックな動作は「反動」によって支えられていることが多い.反動動作

は,例えば垂直跳で勢いよく沈み込むような動作,つまり関節の回転運動が主動作の

直前に逆方向に運動することをいうが,その動作を構成する主働筋は一旦引き伸ば 

された後に短縮することになる.その活動動態から Stretch－shortening cycle ：SSC

と呼ばれている（深代，2000,ｐ.457）. 
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（８)投動作得点と遠投距離の間に男女別でそれぞれに相関があることは多くの先行研究で

示唆されてきた.出村（1993）は 2 歳から６歳までの幼児 720 名（男児 370 名,女児 

350 名）を,國土（2012）は小１から小４までの男子 36 名,女子 27 名を,佐藤・眞鍋

（2008）は小学生 49 名（男子 26 名,女子 23 名）,中学生 45 名（男子 23 名,女子 22

名）,大学生（男 28 名,女子 11 名）を,宮﨑・尾縣（2009）は高校 2 年生男子 117 名,

女子 95 名をそれぞれ対象にしている. 
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